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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなる
バインダー（不可避不純物を含み得る）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体
を、基板上又はその上方に層状に形成する前駆体層の形成工程と、
　前記前駆体層を、前記バインダーを９０ｗｔ％以上分解させる第１温度によって加熱し
た後、前記第１温度よりも高く、かつ前記金属と酸素とが結合する温度であって、前記前
駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である第２温度以上の温度によって
前記前駆体層を焼成する焼成工程と、を含む、
　酸化物半導体層の製造方法。
【請求項２】
　酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなる
バインダー（不可避不純物を含み得る）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体
を、基板上又はその上方に層状に形成する前駆体層の形成工程と、
　前記前駆体層を、前記バインダーを９０ｗｔ％以上分解させる第１温度によって加熱し
た後、前記第１温度よりも高く、かつ前記金属と酸素とが結合する温度であって、前記化
合物の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である第２温度以上の温度によって
前記前駆体層を焼成する焼成工程と、を含む、
　酸化物半導体層の製造方法。
【請求項３】
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　前記第２温度が、前記第１温度よりも１０℃以上高い、
　請求項１又は請求項２に記載の酸化物半導体層の製造方法。
【請求項４】
　前記第２温度が、前記第１温度よりも５０℃以上高い、
　請求項１又は請求項２に記載の酸化物半導体層の製造方法。
【請求項５】
　前記焼成工程の後、さらに紫外線を照射する照射工程を含む、
　請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の酸化物半導体層の製造方法。
【請求項６】
　前記脂肪族ポリカーボネートが、エポキシドと二酸化炭素とを重合させた脂肪族ポリカ
ーボネートである、
　請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の酸化物半導体層の製造方法。
【請求項７】
　前記脂肪族ポリカーボネートが、ポリエチレンカーボネート、及びポリプロピレンカー
ボネートからなる群より選ばれる少なくとも１種である、
　請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の酸化物半導体層の製造方法。
【請求項８】
　酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなる
バインダー（不可避不純物を含み得る）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体
であって、かつ、
　前記金属と酸素とが結合する温度であって、前記前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）にお
ける発熱ピーク値である第２温度よりも低い第１温度によって前記バインダーが９０ｗｔ
％以上分解される、
　酸化物半導体の前駆体。
【請求項９】
　酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなる
バインダー（不可避不純物を含み得る）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体
であって、かつ、
　前記金属と酸素とが結合する温度であって、前記化合物の示差熱分析法（ＤＴＡ）にお
ける発熱ピーク値である第２温度よりも低い第１温度によって前記バインダーが９０ｗｔ
％以上分解される、
　酸化物半導体の前駆体。
【請求項１０】
　前記第２温度が、前記第１温度よりも１０℃以上高い、
　請求項８又は請求項９に記載の酸化物半導体の前駆体。
【請求項１１】
　前記第２温度が、前記第１温度よりも５０℃以上高い、
　請求項８又は請求項９に記載の酸化物半導体の前駆体。
【請求項１２】
　前記脂肪族ポリカーボネートが、エポキシドと二酸化炭素とを重合させた脂肪族ポリカ
ーボネートである、
　請求項８乃至請求項１１のいずれか１項に記載の酸化物半導体の前駆体。
【請求項１３】
　前記脂肪族ポリカーボネートが、ポリエチレンカーボネート、及びポリプロピレンカー
ボネートからなる群より選ばれる少なくとも１種である、
　請求項８乃至請求項１１のいずれか１項に記載の酸化物半導体の前駆体。
【請求項１４】
　酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなる
バインダー（不可避不純物を含み得る）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体
の層を、前記金属と酸素とが結合する温度であって、前記前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ



(3) JP 5749411 B1 2015.7.15

10

20

30

40

50

）における発熱ピーク値である第２温度以上で焼成することにより形成され、かつ、前記
第２温度よりも低い第１温度によって前記バインダーが９０ｗｔ％以上分解される、
　酸化物半導体層。
【請求項１５】
　酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなる
バインダー（不可避不純物を含み得る）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体
の層を、前記金属と酸素とが結合する温度であって、前記化合物の示差熱分析法（ＤＴＡ
）における発熱ピーク値である第２温度以上で焼成することにより形成され、かつ、前記
第２温度よりも低い第１温度によって前記バインダーが９０ｗｔ％以上分解される、
　酸化物半導体層。
【請求項１６】
　前記第２温度が、前記第１温度よりも１０℃以上高い、
　請求項１４又は請求項１５に記載の酸化物半導体層。
【請求項１７】
　前記第２温度が、前記第１温度よりも５０℃以上高い、
　請求項１４又は請求項１５に記載の酸化物半導体層。
【請求項１８】
　請求項１４乃至請求項１７のいずれか１項に記載の酸化物半導体層を備えた、
　半導体素子。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の半導体素子を備えた、
　電子デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、酸化物半導体層及びその製造方法、並びに酸化物半導体の前駆体、酸化物半
導体層、半導体素子、及び電子デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）は、微細かつ薄い膜を積層することによって形成された小
型増幅管であり、ゲート、ソース、及びドレインを備える三端子素子である。
【０００３】
　従来、薄膜トランジスタのチャネル層として、主に、多結晶シリコン膜、又は非晶質シ
リコン膜が用いられてきた。しかしながら、多結晶シリコン膜の場合、結晶粒子間の界面
で起こる電子の散乱等により、電子移動度が制限され、結果としてトランジスタ特性にば
らつきが生じていた。また、非晶質シリコン膜の場合、電子移動度が非常に低く、時間に
よる素子の劣化が発生し易いため、素子の信頼性が低くなるという問題がある。そこで、
電子移動度が非晶質シリコン膜より高く、且つ多結晶シリコン膜よりトランジスタ特性の
ばらつきが少ない、酸化物半導体に関心が集まっている。
【０００４】
　最近では、フレキシブルな樹脂基板上に電子デバイスを、印刷法や塗布法等の低エネル
ギー製造プロセスで作製しようという試みが盛んになされている。印刷法や塗布法を用い
ることにより、直接、基板上に半導体層をパターニングできる結果、パターニングのため
のエッチング処理工程を省くことができるという利点がある。
【０００５】
　例えば、特許文献１～３にあるように、導電性高分子や有機半導体を用いて塗布フレキ
シブル電子デバイスを作製する試みが行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特開２００７－１３４５４７号公報
【特許文献２】特開２００７－１６５９００号公報
【特許文献３】特開２００７－２０１０５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　様々な形態の情報端末や情報家電が産業界及び消費者に求められる中、半導体は、より
高速に動作し、長期間安定であり、且つ低環境負荷であることが必要となる。しかしなが
ら、従来技術では、例えば、真空プロセスやフォトリソグラフィー法を用いたプロセスと
いった比較的長時間、及び／又は高価な設備を要するプロセスを採用するのが一般的であ
るため、原材料や製造エネルギーの使用効率が非常に悪くなる。これは、工業性ないし量
産性の観点から好ましくない。一方、現状では、これまで主流として用いられているシリ
コン半導体に対して、上述の印刷法や塗布法によるプロセス（以下、総称して「低エネル
ギー製造プロセス」という）を適応することは極めて困難である。また、特許文献１～３
に記載された導電性高分子や有機半導体を採用した場合であっても、その電気物性や安定
性は未だ不十分である。
【０００８】
　ところで、低エネルギー製造プロセスと、機能性溶液ないし機能性ペーストを用いて製
造される半導体素子及び電子デバイスとは、電子デバイスのフレキシブル化、及び上述の
工業性ないし量産性の観点から、現在、産業界において非常に注目を集めている。
【０００９】
　しかし、一般的に、低エネルギー製造プロセスの代表例である、印刷法によって形成さ
れる層の厚さと半導体素子に要求される層の厚さとは違いがある。具体的には、印刷法を
用いたパターニングの際には比較的厚い層が形成されるが、半導体素子に要求される層の
厚さは一般的に非常に薄い。また、低エネルギー製造プロセスに用いられるペースト又は
溶液（例えば、酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物を、バインダーを含む
溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体）には、パターニングを行うための好適な粘度
が存在することから、バインダーを添加することによってその粘度が調整されている。従
って、特に半導体素子を構成する層（代表的には、酸化物半導体層）を形成する際には、
バインダーを添加したペースト又は溶液を用いてパターニングを行った後、そのバインダ
ーを可能な限り除去した上で、層を薄くしなければならない。しかしながら、この薄層化
の過程においてクラックが発生するという問題が生じ得る。
【００１０】
　この酸化物半導体層を形成するための焼成によってバインダーはある程度分解されるが
、依然としてある一定の量は不純物としてペースト又は溶液内に残存することになる。こ
こで、炭素不純物に代表される不純物の残存は、その量がある値を超えれば半導体の電気
特性の悪化を確度高く招くことになる。従って、低エネルギー製造プロセスを用いた半導
体素子の製造には依然として多くの技術課題が残されたままである。
【００１１】
　省エネルギー化が求められる昨今、低エネルギー製造プロセスにより形成された基板上
の膜を焼成することによって、所望の薄い酸化物半導体層を形成するとともに、その酸化
物半導体層を備える半導体素子を製造することは、上述の課題の解決に向けて大きく前進
することになる。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、上述の諸問題の少なくとも１つを解決することにより、クラック（又は亀裂
、以下、総称して「クラック」という）の生成が低減され、電気的特性及び安定性に優れ
る酸化物半導体層、及び該酸化物半導体層を備えた半導体素子や電子デバイスの提供に大
きく貢献するものである。
【００１３】
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　本願発明者らは、液体材料から種々の酸化物半導体層を形成する研究を行う中で、液体
からゲル膜に至る過程、及びゲル膜から固化ないし焼結に至る過程について多面的に詳細
に分析を行った。その結果、ほぼ完全にバインダーが分解される温度と差別化できる程度
の高い温度によって、酸化物半導体前駆体材料がゲル膜から固化ないし焼結することがで
きる材料を選定することによって、上述の課題を解決し得ることを知見した。なお、前述
の「液体からゲル膜に至る過程」は、代表的な例で言えば、熱処理によってバインダーと
溶媒を除去するが、酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物（例えば、配位子
を有する金属錯体）が分解されていない状況をいう。また、前述の「ゲル膜から固化ない
し焼結に至る過程」は、代表的な例で言えば、前述の配位子が分解し、酸化されたときに
酸化物半導体となる金属と酸素との結合が実質的に出来上がる状況をいう。
【００１４】
　そして、多くの試行錯誤と分析の結果、本願発明者らは、脂肪族ポリカーボネートから
なるバインダー中に、ある特定の酸化物半導体の前駆体をある溶液中に分散させた材料か
ら膜を形成することにより、半導体素子として利用できる程度の高い電気伝導性を得るこ
とが確認できた。また、その膜は、低エネルギー製造プロセスによって容易に形成するこ
とができることも確認された。本発明は、上述の視点と数多くの分析に基づいて創出され
た。
【００１５】
　本発明の１つの酸化物半導体層の製造方法は、酸化されたときに酸化物半導体となる金
属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなるバインダー（不可避不純物を含み得る）を
含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体を基板上又はその上方に層状に形成する前
駆体層の形成工程と、その前駆体層を、そのバインダーを９０ｗｔ％以上分解させる第１
温度によって加熱した後、その第１温度よりも高く、かつ前述の金属と酸素とが結合する
温度であって、その前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ：differential thermal analysis）
における発熱ピーク値である第２温度以上の温度によってその前駆体層を焼成する焼成工
程とを含む。
【００１６】
　この酸化物半導体層の製造方法によれば、脂肪族ポリカーボネートからなるバインダー
が、上述のバインダーを９０ｗｔ％以上分解させる第１温度によって加熱されることによ
り、そのバインダーがほぼ分解することになる。そうすると、その第１温度よりも高く、
かつ酸化されたときに酸化物半導体となる金属と酸素とが結合する温度であって、その酸
化物半導体の前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である第２温度と同
じ温度又はそれを超える温度によってその前駆体の層を焼成することにより、酸化物半導
体層中に、炭素不純物に代表される不純物の残存を確度高く抑えることができる。また、
第１温度での加熱によってバインダーがほぼ分解することにより、その後の第２温度での
焼成時には、バインダーの分解過程がほぼ生じなくなるとともに、金属と酸素との結合に
ほぼ特化した反応が行われると考えられる。その結果、この酸化物半導体層の製造方法に
よれば、クラックの生成が低減されるとともに、電気的特性及び安定性に優れた半導体素
子や電子デバイスを実現することができる。なお、より確度高く炭素不純物に代表される
不純物の残存を抑える観点から言えば、第１温度は、上述のバインダーを９５ｗｔ％以上
分解させる温度であることが好ましく、そのバインダーを９９ｗｔ％以上分解させる温度
であることがさらに好ましい。また、この酸化物半導体層の製造方法によれば、容易に、
低エネルギー製造プロセスによる層の形成を実現することができる。
【００１７】
　また、本発明の１つの酸化物半導体の前駆体は、酸化されたときに酸化物半導体となる
金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなるバインダー（不可避不純物を含み得る）
を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体であって、かつ、その金属と酸素とが結
合する温度であって、その前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である
第２温度よりも低い第１温度によってそのバインダーが９０ｗｔ％以上分解される前駆体
である。
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【００１８】
　この酸化物半導体の前駆体によれば、酸化されたときに酸化物半導体となる金属と酸素
とが結合する温度であって、その前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値
である温度（第２温度）よりも低く、かつそのバインダーを９０ｗｔ％以上分解させる温
度（第１温度）によって上述のバインダーが加熱されることにより、そのバインダーがほ
ぼ分解することになる。そうすると、そのような前駆体を焼成することによって得られる
酸化物半導体層中には、炭素不純物に代表される不純物の残存を確度高く抑えることがで
きる。また、第１温度での加熱によってバインダーがほぼ分解することにより、その後の
第２温度での焼成時には、バインダーの分解過程がほぼ生じなくなるとともに、金属と酸
素との結合にほぼ特化した反応が行われると考えられる。その結果、この酸化物半導体の
前駆体を用いて酸化物半導体層を形成することにより、クラックの生成が低減されるとと
もに、電気的特性及び安定性に優れた半導体素子や電子デバイスを実現することができる
。なお、より確度高く炭素不純物に代表される不純物の残存を抑える観点から言えば、上
述のバインダーを分解させる第１温度は、そのバインダーを９５ｗｔ％以上分解させる温
度であることが好ましく、そのバインダーを９９ｗｔ％以上分解させる温度であることが
さらに好ましい。
【００１９】
　また、本発明の１つの酸化物半導体層は、酸化されたときに酸化物半導体となる金属の
化合物を脂肪族ポリカーボネートからなるバインダー（不可避不純物を含み得る）を含む
溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体の層を、その金属と酸素とが結合する温度であ
って、その前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である第２温度以上で
焼成することにより形成され、かつ、その第２温度よりも低い第１温度によって前記バイ
ンダーが９０ｗｔ％以上分解される酸化物半導体層である。
【００２０】
　この酸化物半導体層によれば、酸化されたときに酸化物半導体となる金属と酸素とが結
合する温度であって、その前駆体の示差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である
温度（第２温度）よりも低く、かつそのバインダーを９０ｗｔ％以上分解させる温度（第
１温度）によって上述のバインダーが加熱されることにより、そのバインダーがほぼ分解
することになる。そうすると、そのような酸化物半導体層中には、炭素不純物に代表され
る不純物の残存を確度高く抑えることができる。また、第１温度での加熱によってバイン
ダーがほぼ分解することにより、その後の第２温度と同じ温度又はそれを超える温度での
焼成時には、バインダーの分解過程がほぼ生じなくなるとともに、金属と酸素との結合に
ほぼ特化した反応が行われると考えられる。その結果、この酸化物半導体層を採用するこ
とにより、クラックの生成が低減されるとともに、電気的特性及び安定性に優れた半導体
素子や電子デバイスを実現することができる。なお、より確度高く炭素不純物に代表され
る不純物の残存を抑える観点から言えば、上述のバインダーを分解させる第１温度は、そ
のバインダーを９５ｗｔ％以上分解させる温度であることが好ましく、そのバインダーを
９９ｗｔ％以上分解させる温度であることがさらに好ましい。
【００２１】
　なお、本願における「基板」とは、板状体の基礎に限らず、その他の形態の基礎ないし
母材を含む。また、本願における「層」は、層のみならず膜をも含む概念である。逆に、
本願における「膜」は、膜のみならず層をも含む概念である。加えて、本願の後述する各
実施形態においては、「塗布」とは、低エネルギー製造プロセス、すなわち、印刷法や塗
布法によってある基板上に層を形成することをいう。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の１つの酸化物半導体層の製造方法によれば、製造された酸化物半導体層中に、
炭素不純物に代表される不純物の残存を確度高く抑えることができる。その結果、クラッ
クの生成が低減されるとともに、電気的特性及び安定性に優れた半導体素子や電子デバイ
スを実現することができる。加えて、この酸化物半導体層の製造方法によれば、低エネル
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ギー製造プロセスを実現することができる。また、本発明の１つの酸化物半導体の前駆体
によれば、炭素不純物に代表される不純物の残存が確度高く抑えられる酸化物半導体層を
形成することができる。また、本発明の１つの酸化物半導体層によれば、その酸化物半導
体層中に、炭素不純物に代表される不純物の残存を確度高く抑えることができる。従って
、本発明の１つの酸化物半導体の前駆体又は酸化物半導体層によれば、クラックの生成が
低減されるとともに、電気的特性及び安定性に優れた半導体素子や電子デバイスを実現す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図２】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図３】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図４】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図５】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図６】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図７】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図８】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す断
面模式図である。
【図９】本発明の第１の実施形態における薄膜トランジスタの全体構成及びその製造方法
の一過程を示す断面模式図である。
【図１０】本発明の実施例における酸化物半導体層の厚みの変化を示すグラフである。
【図１１】本発明の実施例における酸化物半導体層の表面の光学顕微鏡写真である。
【図１２】本発明の比較例における酸化物半導体層の表面の光学顕微鏡写真である。
【図１３】本発明の実施例における薄膜トランジスタのチャネルを形成するための酸化物
半導体の前駆体を構成するインジウム－亜鉛含有溶液のＴＧ－ＤＴＡ特性を示すグラフで
ある。
【図１４】本発明の実施例における薄膜トランジスタのチャネル部を形成するためのバイ
ンダー溶液のＴＧ－ＤＴＡ特性を示すグラフである。
【図１５】本発明の第１の実施形態に相当する実施例における薄膜トランジスタのチャネ
ルのＶｇ－Ｉｄ特性測定システムを示す図である。
【図１６】本発明の第１の実施形態に相当する実施例における薄膜トランジスタのチャネ
ルのＶｇ－Ｉｄ特性を示すグラフである。
【図１７】本発明の第１の実施形態の変形例に相当する実施例における薄膜トランジスタ
のチャネルのＶｇ－Ｉｄ特性を示すグラフである。
【図１８】本発明の第２の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す
断面模式図である。
【図１９】本発明の第２の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す
断面模式図である。
【図２０】本発明の第２の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す
断面模式図である。
【図２１】本発明の第２の実施形態における薄膜トランジスタの製造方法の一過程を示す
断面模式図である。
【図２２】本発明の第２の実施形態における薄膜トランジスタの全体構成及びその製造方
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法の一過程を示す断面模式図である。
【符号の説明】
【００２４】
　１０　　　　基板
　２０　　　　ゲート電極
　３２　　　　ゲート絶縁層用前駆体層
　３４　　　　ゲート絶縁層
　４２　　　　チャネル用前駆体層
　４４　　　　チャネル
　５０　　　　ＩＴＯ層
　５６　　　　ドレイン電極
　５８　　　　ソース電極
　９０　　　　レジスト膜
　１００，２００　　　薄膜トランジスタ
　Ｍ１　　　　チャネル用型
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明の実施形態である酸化物半導体の前駆体、酸化物半導体層、半導体素子、及び電
子デバイス並びにそれらの製造方法を、添付する図面に基づいて詳細に述べる。なお、こ
の説明に際し、全図にわたり、特に言及がない限り、共通する部分には共通する参照符号
が付されている。また、図中、本実施形態の要素は必ずしも互いの縮尺を保って記載され
るものではない。さらに、各図面を見やすくするために、一部の符号が省略され得る。
【００２６】
＜第１の実施形態＞
１．本実施形態の薄膜トランジスタの全体構成
　図１乃至図８は、それぞれ、半導体素子の一例である薄膜トランジスタ１００の製造方
法の一過程を示す断面模式図である。また、図９は、本実施形態における薄膜トランジス
タ１００の製造方法の一過程及び全体構成を示す断面模式図である。図９に示すように、
本実施形態における薄膜トランジスタ１００においては、基板１０上に、下層から、ゲー
ト電極２０、ゲート絶縁層３４、チャネル４４、ソース電極５８及びドレイン電極５６の
順序で積層されている。なお、この半導体素子を備える電子デバイス（例えば、携帯端末
や情報家電、あるいはその他の公知の電化製品）の提供ないし実現は、本実施形態の半導
体素子を理解する当業者であれば特に説明を要せず十分に理解され得る。
【００２７】
　また、薄膜トランジスタ１００は、いわゆるボトムゲート構造を採用しているが、本実
施形態はこの構造に限定されない。従って、当業者であれば、通常の技術常識を以って本
実施形態の説明を参照することにより、工程の順序を変更することにより、トップゲート
構造を形成することができる。また、本出願における温度の表示は、特に説明がなければ
、基板と接触するヒーターの場合はその設定温度を表しており、基板と非接触のヒーター
の場合は加熱対象物の表面付近の温度を表している。また、図面を簡略化するため、各電
極からの引き出し電極のパターニングについての記載は省略する。
【００２８】
　本実施形態の基板１０は、特に限定されず、一般的に半導体素子に用いられる基板が用
いられる。例えば、高耐熱ガラス、ＳｉＯ２／Ｓｉ基板（すなわち、シリコン基板上に酸
化シリコン膜を形成した基板）、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）基板、ＳＴＯ（ＳｒＴｉＯ）基
板、Ｓｉ基板の表面上にＳｉＯ２層及びＴｉ層を介してＳＴＯ（ＳｒＴｉＯ）層を形成し
た絶縁性基板等、半導体基板（例えば、Ｓｉ基板、ＳｉＣ基板、Ｇｅ基板等）を含む種々
の絶縁性基材が適用できる。なお、絶縁性基板には、例えば、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリエチレンナフタレートなどのポリエステル類、ポリオレフィン類、セルロースト
リアセテート、ポリカーボネート、ポリアミド、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリス
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ルフォン、アラミド、芳香族ポリアミドなどの材料からなる、フィルム又はシートが含ま
れる。また、基板の厚さは特に限定されないが、例えば３μｍ以上３００μｍ以下である
。また、基板は、硬質であってもよく、フレキシブルであってもよい。
【００２９】
（１）ゲート電極の形成
　ゲート電極２０の材料には、例えば、白金、金、銀、銅、アルミ、モリブデン、パラジ
ウム、ルテニウム、イリジウム、タングステン、などの高融点金属、又はその合金等の金
属材料、ルテニウム酸化物を含む導電性の金属酸化物、あるいはｐ＋－シリコン層やｎ＋

－シリコン層が適用できる。本実施形態では、図１に示すように、ゲート電極２０が、公
知のスパッタリング法やＣＶＤ法により基材であるＳｉＯ２／Ｓｉ基板（以下、単に「基
板」ともいう）１０上に形成される。
【００３０】
（２）ゲート絶縁層の形成
　また、本実施形態における薄膜トランジスタ１００においては、ゲート絶縁層３４が、
シリコン（Ｓｉ）を含む前駆体（例えば、ポリシラザン（ｐｏｌｙｓｉｌａｚａｎｅ））
を溶質とするゲート絶縁層用前駆体溶液を出発材とするシリコン酸化物（但し、不可避不
純物を含み得る。以下、この材料の酸化物に限らず他の材料の酸化物についても同じ。）
である。
【００３１】
　本実施形態では、図２に示すように、ゲート電極層２０上に低エネルギー製造プロセス
（例えば、印刷法又はスピンコート法）を用いて上述のゲート絶縁層用前駆体溶液を塗布
することにより、ゲート絶縁層用前駆体層３２が形成される。その後、ゲート絶縁層用前
駆体層３２を、例えば、大気中で、所定時間（例えば、２時間）、４００℃で加熱する焼
成工程が行われる。その結果、図３に示すように、ゲート電極２０上に、シリコン酸化物
の層であるゲート絶縁層３４が形成される。なお、本実施形態のゲート絶縁層３４の厚み
は、例えば、約１００ｎｍである。
【００３２】
（３）チャネルの形成
　本実施形態のチャネル４４は、酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物（「
金属化合物」ともいう）を脂肪族ポリカーボネートからなるバインダー（不可避不純物を
含み得る。以下、同じ）を含む溶液中に分散させた酸化物半導体の前駆体の層（以下、「
酸化物半導体の前駆体層」又は「前駆体層」ともいう）を焼成することによって形成され
る。
【００３３】
　ここで、上述の金属化合物の一例は、酸化されたときに酸化物半導体（不可避不純物を
含み得る）となる金属に、配位子が配位した構造（代表的には錯体構造）を有する材料で
ある。例えば、金属有機酸塩、金属無機酸塩、金属ハロゲン化物、又は各種の金属アルコ
キシドも本実施形態の金属化合物に含まれ得る。なお、代表的な金属化合物の例としては
、インジウムアセチルアセトナートと塩化亜鉛をプロピオン酸に溶解させた溶液が挙げら
れる。この溶液を焼成することによって酸化物半導体であるインジウム－亜鉛酸化物（以
下、「ＩｎＺｎＯ」ともいう）を形成することができる。
【００３４】
　また、酸化されたときに酸化物半導体（不可避不純物を含み得る）となる金属の例は、
インジウム、スズ、亜鉛、カドミウム、チタン、銀、銅、タングステン、ニッケル、イン
ジウム－亜鉛、インジウム－スズ、インジウム－ガリウム－亜鉛、アンチモン－スズ、ガ
リウム－亜鉛の群から選択される１種又は２種以上が挙げられる。但し、これまで本願発
明者らによって把握されている素子性能や安定性等の観点から言えば、インジウム、イン
ジウム－亜鉛が、酸化されたときに酸化物半導体となる金属として採用されることが好ま
しい。
【００３５】
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　本実施形態における材料の選定により、その金属と酸素とが結合する温度であって、示
差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値である温度（第２温度）が、バインダーを分
解させる温度に比べて十分に高いため、あるいは、その発熱ピーク値である温度（第２温
度）よりもバインダーを分解させる温度が十分に低いため、より確度高くバインダーを９
０ｗｔ％以上（より好ましくは９５ｗｔ％以上であり、さらに好ましくは９９ｗｔ％以上
、最も好ましくは、９９．９ｗｔ％以上）分解できる。
【００３６】
　なお、酸化物半導体の相状態は、特に限定されない。例えば、結晶状又は多結晶状、あ
るいはアモルファス状のいずれであってもよい。また、結晶成長の結果として、樹枝状又
は鱗片状の結晶の場合も、本実施形態において採用し得る一つの相状態である。加えて、
パターニングされた形状（例えば、球状、楕円状、矩形状）にも特定されないことは言う
までもない。
【００３７】
　次に、本実施形態におけるバインダー及びバインダーを含む溶液について説明する。
【００３８】
　本実施形態においては、バインダーとして、熱分解性の良い吸熱分解型の脂肪族ポリカ
ーボネートが用いられる。なお、バインダーの熱分解反応が吸熱反応であることは、示差
熱分析法（ＤＴＡ）によって確認することができる。このような脂肪族ポリカーボネート
は、酸素含有量が高く、比較的低温で低分子化合物に分解することが可能であるため、酸
化物半導体層中の炭素不純物に代表される不純物の残存量を低減させることに積極的に寄
与する。
【００３９】
　また、本出願において、バインダーを含む溶液に採用される有機溶媒は、脂肪族ポリカ
ーボネートを溶解可能な有機溶媒であれば特に限定されない。有機溶媒の具体例は、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテルアセテート、α－ターピネオール、β－ターピネオ
ール、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、イソプロピルアルコール、ジエチレングリコールモ
ノブチルエーテルアセタート、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、トルエン、シ
クロヘキサン、メチルエチルケトン、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、プ
ロピレンカーボネートなどである。これらの有機溶媒の中でも、沸点が適度に高く、室温
での蒸発が少なく、得られる酸化物半導体の前駆体を焼成する際に均一に有機溶媒が除去
できる観点から、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、α－ターピネオ
ール、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、及びプロピレンカーボネートが好適に用いられる。
【００４０】
　本実施形態の金属化合物、バインダー及び有機溶媒からなる前駆体の製造方法は、特に
限定されない。例えば、金属化合物、バインダー、及び有機溶媒の各成分を、従来公知の
攪拌方法を用いて攪拌して均一に分散、溶解する方法が採用され得る。また、金属化合物
を含む有機溶媒とバインダーを有機溶媒に溶解した溶液とを、従来公知の攪拌方法を用い
て攪拌して前駆体を得る方法も採用され得る一態様である。
【００４１】
　上述の公知の攪拌方法には、例えば、攪拌機を用いて混合する方法、あるいはセラミッ
クスボールが充填されたミル等の装置を用いて、回転及び／又は振動させることにより混
練する方法が含まれる。
【００４２】
　また、金属化合物の分散性を向上させる観点から、バインダーを含む溶液には、所望に
より分散剤、可塑剤等をさらに添加することができる。
【００４３】
　上述の分散剤の具体例は、
　グリセリン、ソルビタン等の多価アルコールエステル；
　ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロ
ピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等のポリエーテ
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ルポリオール；ポリエチレンイミン等のアミン；
　ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸等の（メタ）アクリル樹脂；
　イソブチレンまたはスチレンと無水マレイン酸との共重合体、及びそのアミン塩など
である。
【００４４】
　上述の可塑剤の具体例は、ポリエーテルポリオール、フタル酸エステルなどである。
【００４５】
　また、本実施形態の酸化物半導体の前駆体層を形成する方法は、特に限定されない。低
エネルギー製造プロセスによる層の形成は、好適な一態様である。より具体的には、グラ
ビア印刷、スクリーン印刷、オフセット印刷、インクジェット印刷などの印刷法、又はロ
ールコート、ダイコート、エアナイフコート、ブレードコート、スピンコート、リバース
コート、グラビアコートなどの塗工法などを用いることができる。特に、簡便な方法であ
るスピンコート法、及びスクリーン印刷により基板に塗布することにより、酸化物半導体
の前駆体層を形成することが好ましい。
【００４６】
　そこで、図４に示すように、ゲート絶縁層３４上に、換言すれば、基板１０の上方に、
低エネルギー製造プロセスにより、チャネル用前駆体層４２を形成する。なお、酸化物半
導体の前駆体層であるチャネル用前駆体層４２の厚さ（ｗｅｔ）は特に限定されない。
【００４７】
　その後、予備焼成（「第１予備焼成」ともいう）工程として、所定時間（例えば、３分
間）、例えば１５０℃で加熱することにより、厚みが約６００ｎｍのチャネル用前駆体層
４２を形成する。この第１予備焼成工程は、主にゲート絶縁層３４上のチャネル用前駆体
層４２の定着を目的とするものであるため、後述する第２予備焼成工程を行う場合は、第
１予備焼成工程を省略することもできる。
【００４８】
　本実施形態では、その後、チャネル用前駆体層４２中のバインダーを分解させるために
、所定の温度（第１温度）により第２予備焼成工程（乾燥工程）が行われる。本実施形態
の第２予備焼成工程では、バインダーを９０ｗｔ％以上分解させる第１温度によって加熱
する。この第２予備焼成工程と、後述する本焼成（焼成工程）とが相俟って、最終的にチ
ャネル用前駆体層４２中の、特にバインダーに起因する炭素不純物に代表される不純物を
ほぼ消失させることができる。なお、チャネル４４中の特にバインダーに起因する炭素不
純物に代表される不純物の残存をより確度高く抑える観点から言えば、第１温度は、上述
のバインダーを９５ｗｔ％以上分解させる温度であることが好ましく、そのバインダーを
９９ｗｔ％以上分解させる温度であることはさらに好ましい。
【００４９】
　ここで、第２予備焼成工程は、常温常圧乾燥に限られない。例えば、加熱乾燥、減圧乾
燥、減圧加熱乾燥など、基板やゲート絶縁層などに悪影響を与えない限り、加熱や減圧な
どの処理を行ってもよい。なお、第２予備焼成工程は、酸化物半導体層の平滑性に影響を
与え得る工程であるが、溶媒によって乾燥中の挙動が異なるため、溶媒の種類によって、
適宜、第２予備焼成工程の温度（第１温度）等の条件が選定される。
【００５０】
　一例としての本実施形態の第２予備焼成工程は、チャネル用前駆体層４２を所定時間（
例えば、３０分間）、例えば１８０℃以上３００℃以下の範囲で加熱する。なお、上述の
予備焼成は、例えば、酸素雰囲気中又は大気中（以下、総称して、「酸素含有雰囲気」と
もいう。）で行われる。なお、窒素雰囲気中で第２予備焼成工程が行われることも採用し
得る一態様である。
【００５１】
　その後、本焼成、すなわち「焼成工程」として、チャネル用前駆体層４２を、例えば、
酸素含有雰囲気において、所定時間、２００℃以上、より好適には３００℃以上、加えて
、電気的特性において更に好適には５００℃以上の範囲で加熱する。その結果、図５に示



(12) JP 5749411 B1 2015.7.15

10

20

30

40

50

すように、ゲート絶縁層３４上に、酸化物半導体層であるチャネル４４が形成される。な
お、本焼成後の酸化物半導体層の最終的な厚さは、代表的には０．０１μｍ以上１０μｍ
以下である。特に、０．０１μｍ程度（つまり、１０ｎｍ程度）の極めて薄い層が形成さ
れた場合であっても、クラックが生じにくいことは、特筆に値する。
【００５２】
　ここで、この焼成工程における設定温度は、酸化物半導体の形成過程において金属化合
物の配位子を分解した上でその金属と酸素とが結合する温度であるとともに、後述する示
差熱分析法（ＤＴＡ）における発熱ピーク値の温度（第２温度）以上の温度が選定される
。この焼成工程により、チャネル用前駆体層４２中のバインダー、分散剤、及び有機溶媒
が、確度高く分解及び／又は除去されることになる。なお、第２温度が第１温度に対して
１０℃以上高いことは、より確度高く、本焼成後の酸化物半導体層中の炭素不純物に代表
される不純物の残存を抑える観点から好適な一態様である。加えて、第２温度が第１温度
に対して５０℃以上高いことにより、さらに確度高くそのような不純物の残存を抑えるこ
とが可能となる。そして、最終的な酸化物半導体層の厚みの制御性及び／又は薄層化の実
現、及び不純物の残存の低減の観点から言えば、第２温度が第１温度に対して１００℃以
上高いことは最も好適な例である。他方、第２温度と第１温度との最大差については特に
限定されない。
【００５３】
　本願出願人らの分析によれば、上述の第１温度での加熱によってバインダーがほぼ分解
することにより、その後の第２温度以上の温度での焼成工程（本焼成）においては、その
バインダーの分解過程はほぼ生じなくなるとともに、金属と酸素との結合にほぼ特化した
反応が行われると考えられる。すなわち、理想的には、第１温度と第２温度の役割を異な
らせることが、上述のとおり、非常に薄い層であっても、後述するようにクラックの生成
を生じにくくさせていると考えられる。
【００５４】
　なお、上述の第１予備焼成工程、第２予備焼成工程、及び本焼成（焼成工程）のいずれ
においても、加熱方法は特に限定されない。例えば、恒温槽や電気炉などを用いる従来の
加熱方法でもよいが、特に、基板が熱に弱い場合には、基板に熱が伝わらないように紫外
線加熱、電磁波加熱やランプ加熱によって酸化物半導体層のみを加熱する方法を用いるこ
とが好ましい。
【００５５】
　ここで、本実施形態におけるバインダーの例には、アクリル樹脂、脂肪族ポリカーボネ
ート、ポリ乳酸などが含まれる。これらのバインダーの中でも、脂肪族ポリカーボネート
は、焼成分解後において酸化物半導体層中に残存する分解生成物を低減、又は消失させる
ことができるだけでなく、緻密な酸化物半導体層の形成に寄与し、さらにゲート絶縁層に
代表される下地と酸化物半導体層との密着性を高めることができる。従って、脂肪族ポリ
カーボネートを採用することは本実施形態の好適な一態様である。
【００５６】
　なお、本実施形態で用いられる脂肪族ポリカーボネートの種類は特に限定されない。例
えば、エポキシドと二酸化炭素とを重合反応させた脂肪族ポリカーボネートも、本実施形
態において採用し得る好適な一態様である。このようなエポキシドと二酸化炭素とを重合
反応させた脂肪族ポリカーボネートを用いることにより、脂肪族ポリカーボネートの構造
を制御することで吸熱分解性を向上させられる、所望の分子量を有する脂肪族ポリカーボ
ネートが得られるという効果が奏される。とりわけ、脂肪族ポリカーボネートの中でも酸
素含有量が高く、比較的低温で低分子化合物に分解する観点から言えば、脂肪族ポリカー
ボネートは、ポリエチレンカーボネート、及びポリプロピレンカーボネートからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種であることが好ましい。
【００５７】
　また、上述のエポキシドは、二酸化炭素と重合反応して主鎖に脂肪族を含む構造を有す
る脂肪族ポリカーボネートとなるエポキシドであれば特に限定されない。例えば、エチレ
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ンオキシド、プロピレンオキシド、１－ブテンオキシド、２－ブテンオキシド、イソブチ
レンオキシド、１－ペンテンオキシド、２－ペンテンオキシド、１－ヘキセンオキシド、
１－オクテンオキシド、１－デセンオキシド、シクロペンテンオキシド、シクロヘキセン
オキシド、スチレンオキシド、ビニルシクロヘキセンオキシド、３－フェニルプロピレン
オキシド、３，３，３－トリフルオロプロピレンオキシド、３－ナフチルプロピレンオキ
シド、３－フェノキシプロピレンオキシド、３－ナフトキシプロピレンオキシド、ブタジ
エンモノオキシド、３－ビニルオキシプロピレンオキシド、及び３－トリメチルシリルオ
キシプロピレンオキシド等のエポキシドは、本実施形態において採用し得る一例である。
これらのエポキシドの中でも、二酸化炭素との高い重合反応性を有する観点から、エチレ
ンオキシド、及びプロピレンオキシドが好適に用いられる。なお、上述の各エポキシドは
、それぞれ単独で使用されてもよいし、２種以上を組み合わせて用いられることもできる
。
【００５８】
　上述の脂肪族ポリカーボネートの数平均分子量は、好ましくは５０００～１０００００
０であり、より好ましくは１００００～５０００００である。脂肪族ポリカーボネートの
数平均分子量が５０００未満の場合、バインダーとしての効果が十分ではなく、酸化物半
導体層にクラックが生成したり、基板と酸化物半導体層との密着性が低下するおそれがあ
る。また、脂肪族ポリカーボネートの数平均分子量が１００００００を超える場合、脂肪
族ポリカーボネートの有機溶媒への溶解性が低下するために取り扱いが難しくなるおそれ
がある。なお、前述の数平均分子量の数値は、後述の実施例に示す方法によって測定した
値である。
【００５９】
　また、上述の脂肪族ポリカーボネートの製造方法の一例として、上述のエポキシドと二
酸化炭素とを金属触媒の存在下で重合反応させる方法等が採用され得る。
【００６０】
　また、上述の金属触媒の具体例は、アルミニウム触媒又は亜鉛触媒である。これらの中
でも、エポキシドと二酸化炭素との重合反応において高い重合活性を有することから、亜
鉛触媒が好ましく用いられる。また、亜鉛触媒の中でも有機亜鉛触媒が特に好ましく用い
られる。
【００６１】
　また、上述の有機亜鉛触媒の具体例は、
　酢酸亜鉛、ジエチル亜鉛、ジブチル亜鉛等の有機亜鉛触媒；あるいは、
　一級アミン、２価のフェノール、２価の芳香族カルボン酸、芳香族ヒドロキシ酸、脂肪
族ジカルボン酸、脂肪族モノカルボン酸等の化合物と亜鉛化合物とを反応させることによ
り得られる有機亜鉛触媒など
である。
　これらの有機亜鉛触媒の中でも、より高い重合活性を有することから、亜鉛化合物と、
脂肪族ジカルボン酸と、脂肪族モノカルボン酸とを反応させて得られる有機亜鉛触媒を採
用することは好適な一態様である。
【００６２】
　また、重合反応に用いられる上述の金属触媒の使用量は、エポキシド１００質量部に対
して、０．００１～２０質量部であることが好ましく、０．０１～１０質量部であること
がより好ましい。金属触媒の使用量が０．００１質量部未満の場合、重合反応が進行しに
くくなるおそれがある。また、金属触媒の使用量が２０質量部を超える場合、使用量に見
合う効果がなく経済的でなくなるおそれがある。
【００６３】
　上述の重合反応において必要に応じて用いられる反応溶媒は、特に限定されるものでは
ない。この反応溶媒は、種々の有機溶媒が適用し得る。この有機溶媒の具体例は、
　ペンタン、ヘキサン、オクタン、デカン、シクロヘキサン等の脂肪族炭化水素系溶媒；
　ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶媒；
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　クロロメタン、メチレンジクロリド、クロロホルム、四塩化炭素、１，１－ジクロロエ
タン、１，２－ジクロロエタン、エチルクロリド、トリクロロエタン、１－クロロプロパ
ン、２－クロロプロパン、１－クロロブタン、２－クロロブタン、１－クロロ－２－メチ
ルプロパン、クロルベンゼン、ブロモベンゼン等のハロゲン化炭化水素系溶媒；
　ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、プロピレンカーボネート等のカーボネ
ート系溶媒など
である。
【００６４】
　また、上述の反応溶媒の使用量は、反応を円滑にさせる観点から、エポキシド１００質
量部に対して、５００質量部以上１００００質量部以下であることが好ましい。
【００６５】
　また、上述の重合反応において、エポキシドと二酸化炭素とを金属触媒の存在下で反応
させる方法としては、特に限定されるものではない。例えば、オートクレーブに、上述の
エポキシド、金属触媒、及び必要により反応溶媒を仕込み、混合した後、二酸化炭素を圧
入して、反応させる方法が採用され得る。
【００６６】
　加えて、上述の重合反応において用いられる二酸化炭素の使用圧力は、特に限定されな
い。代表的には、０．１ＭＰａ～２０ＭＰａであることが好ましく、０．１ＭＰａ～１０
ＭＰａであることがより好ましく、０．１ＭＰａ～５ＭＰａであることがさらに好ましい
。二酸化炭素の使用圧力が２０ＭＰａを超える場合、使用圧力に見合う効果がなく経済的
でなくなるおそれがある。
【００６７】
　さらに、上述の重合反応における重合反応温度は、特に限定されない。代表的には、３
０～１００℃であることが好ましく、４０～８０℃であることがより好ましい。重合反応
温度が３０℃未満の場合、重合反応に長時間を要するおそれがある。また、重合反応温度
が１００℃を超える場合、副反応が起こり、収率が低下するおそれがある。重合反応時間
は、重合反応温度により異なるために一概には言えないが、代表的には、２時間～４０時
間であることが好ましい。
【００６８】
　重合反応終了後は、ろ過等によりろ別し、必要により溶媒等で洗浄後、乾燥させること
により、脂肪族ポリカーボネートを得ることができる。
【００６９】
　なお、本実施形態においては、酸化されたときに酸化物半導体となる金属の化合物とバ
インダーとの重量比を変動させることにより、最終的なチャネル４４の厚みを制御するこ
とが可能であることも、本願発明者らの研究によって確認された。例えば、非常に薄い層
といえる、１０ｎｍ～５０ｎｍの厚みのチャネル４４がクラックを発生させることなく形
成され得ることが分かった。なお、前述の薄い層のみならず、５０ｎｍ以上の厚みの層に
ついても、チャネル用前駆体層４２の厚みや、前述の重量比などを適宜調整することによ
り、比較的容易に形成することができる。なお、一般的には、チャネルに用いられる層の
厚みは０．０１μｍ（つまり１０ｎｍ）以上１μｍ以下であることから、最終的なチャネ
ル４４の厚みを制御することが可能な本実施形態の酸化物半導体の前駆体、並びに酸化物
半導体層は、薄膜トランジスタを構成する材料として適しているといえる。
【００７０】
　加えて、本実施形態の酸化物半導体の前駆体を採用すれば、当初はかなり厚膜（例えば
、１０μｍ以上）の酸化物半導体の前駆体層を形成したとしても、その後の焼成工程によ
ってバインダー等が高い確度で分解されることになるため、焼成後の層の厚みは、極めて
薄く（例えば、１０ｎｍ～１００ｎｍ）なり得る。さらに、そのような薄い層であっても
、クラックの発生が無い、又は確度高く抑制されることになる点は、特筆に値する。従っ
て、当初の厚みを十分に確保できる上、最終的に極めて薄い層を形成することも可能な本
実施形態の酸化物半導体の前駆体、並びに酸化物半導体層は、低エネルギー製造プロセス
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や後述する型押し加工によるプロセスにとって極めて適していることが知見された。また
、そのような極めて薄い層であってもクラックの発生が無い、又は確度高く抑制される酸
化物半導体層の採用は、本実施形態の薄膜トランジスタ１００の安定性を極めて高めるこ
とになる。
【００７１】
　さらに、本実施形態においては、上述の金属化合物の種類や組み合わせ、バインダーと
混合させる比率を適宜調節することにより、チャネルを形成する酸化物半導体層の電気的
特性や安定性の向上を図ることができる。
【００７２】
（４）ソース電極及びドレイン電極の形成
　さらにその後、図６に示すように、チャネル４４上に、公知のフォトリソグラフィー法
によってパターニングされたレジスト膜９０が形成された後、チャネル４４及びレジスト
膜９０上に、公知のスパッタリング法により、ＩＴＯ層５０を形成する。本実施形態のタ
ーゲット材は、例えば、５ｗｔ％酸化錫（ＳｎＯ２）を含有するＩＴＯであり、室温～１
００℃の条件下において形成される。その後、レジスト膜９０が除去されると、図７に示
すように、チャネル４４上に、ＩＴＯ層５０によるドレイン電極５６及びソース電極５８
が形成される。
【００７３】
　その後、ドレイン電極５６、ソース電極５８、及びチャネル４４上に、公知のフォトリ
ソグラフィー法によってパターニングされたレジスト膜９０が形成された後、レジスト膜
９０、ドレイン電極５６の一部、及びソース電極５８の一部をマスクとして、公知のアル
ゴン（Ａｒ）プラズマによるドライエッチング法を用いて、露出しているチャネル４４を
除去する。その結果、パターニングされたチャネル４４が形成されることにより、薄膜ト
ランジスタ１００が製造される。
【００７４】
＜第１の実施形態の変形例＞
　本実施形態の薄膜トランジスタは、第１の実施形態におけるチャネルの焼成工程（本焼
成）後に、さらに紫外線を照射する照射工程が行われている点を除き、第１の実施形態の
薄膜トランジスタ１００の製造工程及び構成と同様である。従って、第１の実施形態と重
複する説明は省略する。
【００７５】
　本実施形態では、第１の実施形態におけるチャネルの焼成工程（本焼成）後に、公知の
低圧水銀ランプ（ＳＡＭＣＯ社製、型式：ＵＶ－１）を用いて、１８５ｎｍと２５４ｎｍ
の波長を持つ紫外線が照射された。その後、第１の実施形態の薄膜トランジスタ１００の
製造方法と同様の工程が行われた。なお、本実施形態においては、紫外線の波長は特に限
定されるものではない。１８５ｎｍ又は２５４ｎｍ以外の紫外線であっても同様の効果が
奏され得る。
【００７６】
　＜実施例＞
　以下に、酸化物半導体の前駆体及び酸化物半導体層の製造例、実施例、及び比較例とと
もに、酸化物半導体層を備えた半導体素子（本実施例では薄膜トランジスタ）の実施例を
用いて具体例を説明するが、上述の各実施形態はこれら実施例に限定されるものではない
。
【００７７】
［製造例１］（有機亜鉛触媒の製造）
　攪拌機、窒素ガス導入管、温度計、還流冷却管を備えた３００ｍＬ容の四つ口フラスコ
に、酸化亜鉛８．１ｇ（１００ミリモル）、グルタル酸１２．７ｇ（９６ミリモル）、酢
酸０．１ｇ（２ミリモル）、及びトルエン１３０ｇ（１５０ｍＬ）を仕込んだ。次に、反
応系内を窒素雰囲気に置換した後、そのフラスコを５５℃まで昇温し、同温度で４時間攪
拌することにより、前述の各材料の反応処理を行った。その後、１１０℃まで昇温し、さ
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らに同温度で４時間攪拌して共沸脱水させ、水分のみを除去した。その後、そのフラスコ
を室温まで冷却することにより、有機亜鉛触媒を含む反応液を得た。
【００７８】
　この反応液の一部を分取し、ろ過して得た有機亜鉛触媒について、ＩＲを測定（サーモ
ニコレージャパン株式会社製、商品名：ＡＶＡＴＡＲ３６０）した。その結果、カルボン
酸基に基づくピークは認められなかった。
【００７９】
［製造例２］（ポリプロピレンカーボネートの製造）
　攪拌機、ガス導入管、温度計を備えた１Ｌ容のオートクレーブの系内をあらかじめ窒素
雰囲気に置換した後、製造例１と同様の方法により得られた有機亜鉛触媒を含む反応液８
．０ｍＬ（有機亜鉛触媒を１．０ｇ含む）、ヘキサン１３１ｇ（２００ｍＬ）、及びプロ
ピレンオキシド４６．５ｇ（０．８０モル）を仕込んだ。次に、攪拌しながら二酸化炭素
を加えることによって反応系内を二酸化炭素雰囲気に置換し、反応系内が１．５ＭＰａと
なるまで二酸化炭素を充填した。その後、そのオートクレーブを６０℃に昇温し、反応に
より消費される二酸化炭素を補給しながら６時間重合反応を行った。
【００８０】
　反応終了後、オートクレーブを冷却して脱圧し、ろ過した。その後、減圧乾燥すること
によりポリプロピレンカーボネート（本願では、「ＰＰＣ」ともいう）８０．８ｇを得た
。
【００８１】
　得られたポリプロピレンカーボネートは、下記の物性を有することから同定することが
できた。
　　ＩＲ（ＫＢｒ）の吸収ピーク：１７４２，１４５６，１３８１，１２２９，１０６９
，７８７（いずれも単位はｃｍ－１）
　また、得られたポリプロピレンカーボネートの数平均分子量は、５２０００であった。
【００８２】
［製造例３］（酸化物半導体の前駆体の製造）
　５０ｍＬ容のナス型フラスコに、インジウムアセチルアセトナート２．０６ｇ及びプロ
ピオン酸７．９４ｇを仕込むことにより、１０ｇの第１溶液を得た（０．５ｍｏｌ／ｋｇ
）。同様にして、５０ｍＬ容のナス型フラスコに、塩化亜鉛０．６８ｇ及び２－メトキシ
エタノールを仕込むことにより、１０ｇの第２溶液を得た（０．５ｍｏｌ／ｋｇ）。その
後、第１溶液と第２溶液を、撹拌しながら徐々に混合することにより、最終的にインジウ
ム－亜鉛酸化物となる、インジウム－亜鉛含有溶液を得た。
【００８３】
　５０ｍＬ容のナス型フラスコに、製造例２で得られたポリプロピレンカーボネートをジ
エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート中に溶解し、ポリプロピレンカーボネ
ート溶液１０ｇを得た（６．２５ｗｔ％）。
　次に、そのポリプロピレンカーボネートの溶液中に、上述のインジウム－亜鉛含有溶液
を徐々に加え、重量比１０：２の酸化物半導体の前駆体を得た。
【００８４】
［製造例３の変形例］（酸化物半導体の前駆体の製造）
　なお、酸化物半導体の前駆体層（第１の実施形態におけるチャネル用前駆体層４２）に
おけるポリプロピレンカーボネート（ＰＰＣ）とインジウム－亜鉛含有溶液（本願では、
「ＩｎＺｎ溶液」ともいう）との重量比を異ならせた変形例を製造した。
　具体的には、上記の製造例３の例と併せて、以下の（ａ）～（ｃ）に示す３種類の重量
比を製造した。
　（ａ）ＰＰＣ：ＩｎＺｎＯ＝１０：１．５
　（ｂ）ＰＰＣ：ＩｎＺｎＯ＝１０：２
　（ｃ）ＰＰＣ：ＩｎＺｎＯ＝１０：１
【００８５】
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［製造例３に対する比較例（１）］
　製造例３において、ポリプロピレンカーボネートを用いなかったことを除き、製造例３
と同様に処理することにより、比較用の酸化物半導体の前駆体を得た。
【００８６】
［薄膜トランジスタの製造例］
　本製造例においては、まず、基板１０の上にゲート電極２０として、ｐ＋－シリコン層
を形成した。ｐ＋－シリコン層は、公知のＣＶＤ法により形成された。本製造例では、基
板１０は、ＳｉＯ２／Ｓｉ基板であり、ＳｉＯ２上に約１０ｎｍ厚のＴｉＯＸ膜（図示し
ない）を備えている。なお、基板１０がｐ＋－シリコン基板である場合は、この基板１０
がゲート電極の役割を果たし得る。
【００８７】
　次に、ゲート電極２０上に、公知のスピンコーティング法により、ポリシラザンを溶質
とするゲート絶縁層用前駆体溶液を出発材とするゲート絶縁層用前駆体層３２を形成する
。その後、第１の実施形態と同様に大気中でゲート絶縁層用前駆体層３２を加熱すること
により、ゲート電極２０上に、シリコン酸化物の層であるゲート絶縁層３４が形成される
。なお、ゲート絶縁層３４の厚みは、約１０９ｎｍであった。
【００８８】
　その後、ゲート絶縁層３４上に、印刷法（具体的には、スクリーン印刷、凸版反転印刷
、インプリント法等）により、製造例３及びその変形例において示す（ａ）～（ｃ）の３
種類の酸化物半導体の前駆体層を形成する。第１予備焼成工程、第２予備焼成工程、及び
焼成工程（本焼成）は、いずれも第１の実施形態と同様である。なお、チャネル４４の厚
みは約２０ｎｍである。
【００８９】
　また、上記のチャネルの形成とは別に、製造例３及びその変形例において示す（ａ）～
（ｃ）の３種類の酸化物半導体の前駆体層に対して、焼成工程（本焼成）後に、第１の実
施形態の変形例に示す低圧水銀ランプを用いて、３０分間、紫外線を照射した製造例４（
（ａ）～（ｃ）の３種類）も製造した。
【００９０】
［各製造例による酸化物半導体の前駆体、及び酸化物半導体層の評価］
　上述の各製造例により得られた脂肪族ポリカーボネートの数平均分子量、並びに、製造
例及び比較例により得られたバインダー及び酸化物半導体の前駆体層の厚みおよび特性を
以下の方法により測定し、評価した。
【００９１】
（１）脂肪族ポリカーボネートの数平均分子量
　上述の脂肪族ポリカーボネート（製造例２におけるポリプロピレンカーボネート）濃度
が０．５質量％のクロロホルム溶液を調製し、高速液体クロマトグラフを用いて測定した
。測定後、同一条件で測定した数平均分子量が既知のポリスチレンと比較することにより
、分子量を算出した。また、測定条件は、以下の通りである。
　　機種：ＨＬＣ－８０２０
　　カラム：ＧＰＣカラム
　（東ソー株式会社の商品名：ＴＳＫ　ＧＥＬ　Ｍｕｌｔｉｐｏｒｅ　ＨＸＬ－Ｍ）
　　カラム温度：４０℃
　　溶出液：クロロホルム
　　流速：１ｍＬ／分
【００９２】
（２）酸化物半導体層の評価
　一例として、母材となる基板である熱酸化膜付きシリコン基板（幅：２０ｍｍ、長さ：
２０ｍｍ、厚み：０．７ｍｍ）に対して、アセトンを用いて表面を洗浄した。その後、Ｕ
Ｖ処理装置（ＳＡＭＣＯ社製）を用いて、その熱酸化膜付きシリコン基板の表面処理を行
い、試験用基板を作製した。
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【００９３】
　この、試験用基板上に、スピンコート法により、回転数１５００ｒｐｍ、時間２０秒間
の条件下で、酸化物半導体の前駆体の層を作製し、その後１５０℃で３分間乾燥して溶媒
を除去した。得られた酸化物半導体の前駆体の層の厚さは６００ｎｍであった。
【００９４】
　得られた酸化物半導体の前駆体層を、大気中、１８０℃で加熱し、さらにその温度で３
０分間保持した。この処理は、第１の実施形態における第２予備焼成工程に相当する。
【００９５】
　その後、焼成工程（本焼成）として、その酸化物半導体の前駆体層を、０．３分間で５
００℃まで昇温させて加熱し、さらにその温度で１０分間保持した。その後、その酸化物
半導体の前駆体層を２５℃になるまで空冷することにより、酸化物半導体層を得た。
【００９６】
（２－１）酸化物半導体層の厚み評価
　上述の（ａ）～（ｃ）に示す３種類について、上記処理によって得られた酸化物半導体
層の厚みの変化を、エリプソメトリ法を用いて測定した。図１０は、酸化物半導体層の厚
みの変化の示すグラフである。
【００９７】
（２－２）酸化物半導体層の表面形状の評価
　酸化物半導体層の表面を、光学顕微鏡を用いて観察することにより、クラックの有無が
調べられた。ここで、クラックが視認されないものを「丸印（良好）」と評価し、クラッ
クが顕著に認められるものを「ＮＧ」と評価した。評価結果を、以下の表１並びに図１１
及び図１２に示す。なお、図１１は、上述の製造例（３）における酸化物半導体層の表面
の光学顕微鏡写真である。また、図１２は、上述の比較例（１）における酸化物半導体層
の表面の光学顕微鏡写真である。
【００９８】
【表１】

【００９９】
（２）ＴＧ－ＤＴＡ（熱重量測定及び示差熱）特性
　また、図１３は、本実施例における薄膜トランジスタのチャネルを形成するための酸化
物半導体の前駆体を構成するインジウム－亜鉛含有溶液（製造例３のＩｎＺｎ溶液）のＴ
Ｇ－ＤＴＡ特性を示すグラフである。また、図１４は、本実施例（製造例３）における薄
膜トランジスタのチャネル部を形成するためのバインダー溶液（製造例３におけるポリプ
ロピレンカーボネート溶液）のＴＧ－ＤＴＡ特性を示すグラフである。なお、図１３及び
図１４に示すように、各図中の実線は、熱重量（ＴＧ）測定結果であり、図中の点線は示
差熱（ＤＴＡ）測定結果である。
【０１００】
　図１３における熱重量測定の結果から、１２０℃付近には、溶媒の蒸発と考えられる、
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重量の顕著な減少が見られた。また、図１３の（Ｘ）に示すように、ＩｎＺｎ溶液の示差
熱測定のグラフにおける発熱ピークが３３０℃付近に確認された。従って、３３０℃付近
でインジウム及び亜鉛が、酸素と結合している状態であることが確認される。従って、こ
の３３０℃が、第１の実施形態における第２温度に対応する。
【０１０１】
　一方、図１４における熱重量測定の結果から、１４０℃付近から１９０℃付近にかけて
、製造例３のポリプロピレンカーボネート溶液の溶媒の消失とともに、バインダーである
ポリプロピレンカーボネート自身の一部の分解ないし消失による重量の顕著な減少が見ら
れた。なお、この分解により、ポリプロピレンカーボネートは、二酸化炭素と水に変化し
ていると考えられる。また、図１４に示す結果から、１９０℃付近において、該バインダ
ーが９０ｗｔ％以上分解され、除去されていることが確認された。従って、この１９０℃
が、第１の実施形態における第１温度に対応する。なお、さらに詳しく見ると、２５０℃
付近において、該バインダーが９５ｗｔ％以上分解され、２６０℃付近において、該バイ
ンダーがほぼ全て（９９ｗｔ％以上）分解されていることが分かる。
【０１０２】
　上述のように、製造例３におけるＩｎＺｎ溶液と製造例２におけるバインダーであるポ
リプロピレンカーボネートとの関係では、該バインダーが９０ｗｔ％以上分解される温度
を第１温度とした場合、図１３及び図１４より、第１温度と第２温度との差は、約１４０
℃である。このように、第２温度以上の温度によって焼成工程（本焼成）を行うことによ
り、酸化物半導体層中の炭素不純物に代表される不純物の残存が確度高く抑えられること
になる。換言すれば、第１温度と第２温度との差が十分（例えば、１００℃以上）あれば
、酸化物半導体層中の炭素不純物に代表される不純物の残存が確度高く抑えられることに
なる。その結果、表１に示すように、層状にしたときにクラックが視認されず、かつ後述
する薄膜トランジスタとしての良好な電気的特性が得られる。なお、さらに研究と分析を
重ねた結果、既に述べた各種のバインダー（脂肪族ポリカーボネート）及びＩｎＺｎ溶液
に代表される、最終的に酸化物半導体となる各種の金属含有ペーストについて、第１温度
と第２温度との差が１０℃以上、より好ましくは５０℃以上、さらに好ましくは１００℃
以上であることによって、酸化物半導体層中の炭素不純物に代表される不純物の残存が抑
えられることになる。
【０１０３】
［薄膜トランジスタの製造例による電気的特性の評価］
　上述の各製造例により得られた酸化物半導体の前駆体層をチャネルに採用した薄膜トラ
ンジスタの特性が調べられた。
【０１０４】
（１）第１の実施形態に対応する薄膜トランジスタの電流－電圧特性
　図１６は、第１の実施形態に相当する実施例（製造例３及び製造例３の変形例における
（ｂ））の薄膜トランジスタのチャネルのＶｇ－Ｉｄ特性を示すグラフである。また、こ
の特性の測定及び後述する図１７に示すＶｇ－Ｉｄ特性の測定は、図１５に示す簡易的な
Ｖｇ－Ｉｄ特性測定システムを用いて行われた。なお、図１５におけるＶｇはゲート電圧
に相当する電圧を印加する端子であり、Ｖｄ及びＶｓはそれぞれドレイン電極及びソース
電極に相当する電極として、電流値を検出するための端子である。
【０１０５】
　図１６に示すように、本実施例（製造例３）の酸化物半導体層を採用した薄膜トランジ
スタのチャネルが半導体であることを示す特性が確認された。従って、本実施例（製造例
３）の酸化物半導体層を採用した薄膜トランジスタにおいてもトランジスタとしての良好
な電気的特性を備えることが確認できた。なお、製造例３及び製造例３の変形例における
（ｂ）以外の混合比の例、すなわち、（ａ）及び（ｃ）については、現時点において薄膜
トランジスタとしてのスイッチング特性が確認できなかった。
【０１０６】
（２）第１の実施形態の変形例に対応する薄膜トランジスタの電流－電圧特性
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　また、図１７は、第１の実施形態の変形例に相当する３つの実施例（製造例４における
（ａ）～（ｃ））の、図１６に相当するＶｇ－Ｉｄ特性を示すグラフである。
【０１０７】
　図１７に示すように、本実施例（製造例４）の３つの種類の酸化物半導体層を採用した
薄膜トランジスタのチャネルが、いずれも半導体であることを示す特性が確認された。従
って、焼成工程（本焼成）後に、紫外線を照射する照射工程を行うことにより、少なくと
も製造例３において示した範囲において、ポリプロピレンカーボネート（ＰＰＣ）とＩｎ
Ｚｎ溶液との重量比に依存せず、良好な電気的特性が得られることが確認された。これは
、焼成工程後の酸化物半導体層に対して紫外線を照射することにより、酸化物半導体層中
の炭素不純物に代表される微量と考えられる不純物の分解ないし蒸発をさらに促進し、そ
の残存量をさらに低減させる、又は該不純物を消滅させることができたためと考えられる
。
【０１０８】
　上述のとおり、本実施例のチャネルの良好な電気的特性が確認されたことから、本実施
例の各チャネルを備えた薄膜トランジスタは、良好な電気的特性を備えることが分かった
。
【０１０９】
＜第２の実施形態＞
１．薄膜トランジスタ２００の製造方法
　図１８乃至図２１は、それぞれ、薄膜トランジスタ２００の製造方法の一過程を示す断
面模式図である。また、図２２は、本実施形態における薄膜トランジスタ２００の製造方
法の一過程及び全体構成を示す断面模式図である。なお、図面を簡略化するため、各電極
からの引き出し電極のパターニングについての記載は省略する。また、第１の実施形態と
重複する説明は省略する。
【０１１０】
（１）ゲート電極の形成
　まず、図１８に示すように、ゲート電極２０が、公知のスパッタリング法、フォトリソ
グラフィー法、及びエッチング法により基板１０上に形成される。なお、本実施形態のゲ
ート電極２０の材料は、白金（Ｐｔ）である。
【０１１１】
（２）ゲート絶縁層の形成
　次に、基板１０及びゲート電極２０上に、第１の実施形態と同様に、低エネルギー製造
プロセスにより、ポリシラザン（ｐｏｌｙｓｉｌａｚａｎｅ）を溶質とするゲート絶縁層
用前駆体溶液を出発材とするゲート絶縁層用前駆体層を形成した後、大気中（水蒸気を含
む）で、８０℃以上２５０℃未満に加熱することにより、予備焼成が行われる。
【０１１２】
　本実施形態では、その後、ゲート絶縁層用前駆体層を、例えば、大気中で、所定時間（
例えば、２時間）、４００℃で加熱する焼成工程が行われる。その結果、図１９に示すよ
うに、ゲート電極２０上に、シリコン酸化物の層であるゲート絶縁層３４が形成される。
【０１１３】
（３）チャネルの形成
　第１の実施形態における第２予備焼成工程を行ったチャネル用前駆体層４２に対して、
型押し加工を施す。まず、ゲート絶縁層３４及び基板１０上に、第１の実施形態と同様に
チャネル用前駆体層４２を形成する。その後、第１の実施形態と同様に第１予備焼成工程
及び第２予備焼成工程を行う。
【０１１４】
　次に、図２０に示すように、８０℃以上３００℃以下に加熱した状態で、チャネル用型
Ｍ１を用いて、０．１ＭＰａ以上２０ＭＰａ以下（代表的には、１ＭＰａ）の圧力でチャ
ネル用前駆体層４２に対して型押し加工を施す。
【０１１５】
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　その後、本実施形態では、大気圧下においてプラズマを照射し、チャネル用前駆体層４
２全体をエッチングする。具体的には、エッチング処理チャンバー内に、酸素（Ｏ２）が
５０ｍＬ／分、アルゴン（Ａｒ）が０．１Ｌ／分、ヘリウム（Ｈｅ）が９Ｌ／分導入され
た状態で、５００Ｗの電力が印加される条件で形成されたプラズマによりチャネル用前駆
体層４２のエッチングが行われる。その結果、パターンが形成されない領域（除去対象領
域）のチャネル用前駆体層４２が除去される一方、パターンが形成される領域のチャネル
用前駆体層４２は一定以上の厚みを残すため、最終的にパターニングが可能となる。その
後、所定時間、３３０℃以上５５０℃以下の範囲で焼成工程（本焼成）を行うことにより
、図２１に示すように、チャネル４４が形成される。
【０１１６】
　なお、第２予備焼成工程が行われた後に上述の大気圧下におけるプラズマエッチングを
行うことは、型押し加工が施されたチャネル用前駆体層４２の残膜（不要な部分）の除去
をより確度高く、容易に実現する観点から好適な一態様である。このエッチング工程によ
り、最終的なチャネル４４の薄層化（例えば、１０ｎｍ～３０ｎｍ程度）をより確度高く
実現することになる。なお、焼成工程（本焼成）後に、上述のように、チャネル用前駆体
層４２に対して全体的にエッチングする工程が行われることも、採用し得る一態様である
。
【０１１７】
（４）ソース電極及びドレイン電極の形成
　次に、第１の実施形態と同様、チャネル４４上に、公知のフォトリソグラフィー法によ
ってパターニングされたレジスト膜が形成された後、チャネル４４及びレジスト膜上に、
公知のスパッタリング法により、ＩＴＯ層を形成する。その後、レジスト膜が除去される
と、図２２に示すように、チャネル４４上に、ＩＴＯ層によるドレイン電極５６及びソー
ス電極５８が形成される。
【０１１８】
　本実施形態では、高い塑性変形能力を得た前駆体層に対して型押し加工を施すこととし
ている。その結果、型押し加工を施す際に印加する圧力が０．１ＭＰａ以上２０ＭＰａ以
下という低い圧力であっても、各前駆体層が型の表面形状に追随して変形するようになり
、所望の型押し構造を高い精度で形成することが可能となる。また、その圧力を１ＭＰａ
以上２０ＭＰａ以下という低い圧力範囲に設定することにより、型押し加工を施す際に型
が損傷し難くなるとともに、大面積化にも有利となる。
【０１１９】
　ここで、上記の圧力を「０．１ＭＰａ以上２０ＭＰａ以下」の範囲内としたのは、以下
の理由による。まず、その圧力が０．１ＭＰａ未満の場合には、圧力が低すぎて各前駆体
層を型押しすることができなくなる場合があるからである。なお、バインダーとしてポリ
プロピレンカーボネートを採用する場合は、ポリプロピレンカーボネートが比較的柔らか
い材料であることから、０．１ＭＰａ程度であっても、型押し加工が可能となる。他方、
その圧力が２０ＭＰａもあれば、十分に前駆体層を型押しすることができるため、これ以
上の圧力を印加する必要がないからである。前述の観点から言えば、上述の第２の実施形
態における型押し工程においては、０．５ＭＰａ以上１０ＭＰａ以下の範囲内にある圧力
で型押し加工を施すことが、より好ましい。
【０１２０】
　上述のように、本実施形態では、チャネル４４に対して型押し加工を施すことによって
型押し構造を形成する、「型押し工程」が採用されている。この型押し工程が採用される
ことにより、真空プロセスやフォトリソグラフィー法を用いたプロセス、あるいは紫外線
の照射プロセス等、比較的長時間、及び／又は高価な設備を必要とするプロセスが不要に
なる。
【０１２１】
＜その他の実施形態＞
　上述の第２の実施形態における型押し工程において、予め、型押し面が接触することに
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施しておき、その後、各前駆体層に対して型押し加工を施すことが好ましい。そのような
処理を施すことにより、各前駆体層と型との間の摩擦力を低減することができるため、各
前駆体層に対してより一層精度良く型押し加工を施すことが可能となる。なお、離型処理
に用いることができる離型剤としては、界面活性剤（例えば、フッ素系界面活性剤、シリ
コン系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤等）、フッ素含有ダイヤモンドライクカーボン
等を例示することができる。
【０１２２】
　また、上述の各実施形態においては、いわゆる逆スタガ型の構造を有する薄膜トランジ
スタが説明されているが、上述の各実施形態はその構造に限定されない。例えば、スタガ
型の構造を有する薄膜トランジスタのみならず、ソース電極、ドレイン電極、及びチャネ
ルが同一平面上に配置される、いわゆるプレーナ型の構造を有する薄膜トランジスタであ
っても、上述の各実施形態の効果と同様の効果が奏され得る。さらに、上述の各実施形態
のチャネル（すなわち、酸化物半導体層）が基板上に形成されることも採用し得る他の一
態様である。
【０１２３】
　また、上述の実施例の１つとして開示されている図１３においては、第２温度を示す（
Ｘ）が示すピークの数が１つであるが、示差熱測定のグラフにおける発熱ピークが１つで
あるとは限らない。上述の各実施形態の酸化物半導体の前駆体を構成する溶液に含まれる
溶質、すなわち前駆体の材料が異なれば、示差熱測定のグラフにおける発熱ピークが２つ
以上形成され得る。但し、その場合、第２温度は、少なくとも第１温度よりも高くなけれ
ばならないため、より複数ある発熱ピークのうち、より低い温度側のピークが示す温度を
第２温度とすることが好ましい。
【０１２４】
　以上述べたとおり、上述の各実施形態の開示は、それらの実施形態の説明のために記載
したものであって、本発明を限定するために記載したものではない。加えて、各実施形態
の他の組合せを含む本発明の範囲内に存在する変形例もまた、特許請求の範囲に含まれる
ものである。
【産業上の利用可能性】
【０１２５】
　本発明によれば、クラックの生成が低減されるとともに、電気的特性及び安定性に優れ
た酸化物半導体層、及びその酸化物半導体層を備えた半導体素子や電子デバイスを提供す
ることにより、幅広い産業分野に適用され得る。
【要約】
【課題】クラックの生成が低減され、電気的特性及び安定性に優れる酸化物半導体層、及
びその酸化物半導体層を備えた半導体素子並びに電子デバイスを提供する。
【解決手段】本発明の１つの酸化物半導体層の製造方法は、酸化されたときに酸化物半導
体となる金属の化合物を脂肪族ポリカーボネートからなるバインダーを含む溶液中に分散
させた酸化物半導体の前駆体を、基板上又はその上方に層状に形成する前駆体層の形成工
程と、その前駆体層を、そのバインダーを９０ｗｔ％以上分解させる第１温度によって加
熱した後、その第１温度よりも高く、かつ前述の金属と酸素とが結合し、示差熱分析法（
ＤＴＡ）における発熱ピーク値の第２温度（Ｘで示す温度）以上の温度によってその前駆
体層を焼成する焼成工程とを含む。
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【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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【図９】

【図１０】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】
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【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１】

【図２２】
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【図１１】

【図１２】
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